
2,877  2,794  2,792  2,839  

6,273  

13,992  
12,590  
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(件) 

平成20年4月 

改正パートタイム労働
法施行 

パートタイム労働関係報告徴収実施事業所数・助言等件数の推移 
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２０年度） 

【第６条関係】 
2,143 
24.1% 

【第７条関係】 
390 

4.4% 

【第８条関係】 
7 

0.1% 

【第９条関係】 
1,045 
11.7% 

【第１０条関係】 
169 

1.9% 

【第１１条

関係】 
3 

0.03% 

【第１２条関係】 
2,953 
33.2% 

【第１３条関係】 
11 

0.1% 

【第１５条関係】 
1,471 
16.5% 

【その他】 
708 

8.0% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
8,900件 
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２１年度） 

【第６条】 
6,036 
23.3% 

【第７条】 
1,435 
5.5% 

【第8条】 
7 

0.03% 

【第9条】 
2,233 
8.6% 

【第10条】 
226 

0.9% 
【第11条】 

2 
0.01% 

【第12条】 
8,249 
31.8% 

【第13条】 
16 

0.1% 

【第15条】 
5,576 
21.5% 

【指針】 
2,148 
8.3% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
25,928件 
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【第６条関係】 
6,133 
23.5% 

【第７条関係】 
2,963 
11.4% 

【第８条関係】 
3 

0.01% 

【第９条関係】 
1323 
5.1% 

【第１０条関係】 
300 

1.1% 

【第１１条関係】 
3 

0.01% 

【第１２条関係】 
7,193 
27.6% 

【第１３条関係】 
1 

0.004% 

【第１５条関係】 
5,094 
19.5% 

【その他】 
3,078 
11.8% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

是正指導（助言）内容の内訳（平成２２年度） 

合計 
26,091件 
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紛争解決援助 

都道府県労働局長による紛争解決の援助 

②調停 

事  項 件 数 

第６条関係（労働条件の文書交付等） ２ 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ７ 

第１２条関係（通常の労働者への転換） ３ 

第１３条関係（待遇に関する説明） ２ 

合  計 １４ 

事  項 件 数 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ３ 

合  計 ３ 

20年度 21年度 22年度 

５ ３ ６ 

（ⅱ）申立受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申立受理件数の推移 

（ⅱ）申請受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申請受理件数の推移 

20年度 21年度 22年度 

３ ０ ０ 

（件） 
（件） 

（件） （件） 
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14歳以下人口

65歳以上人口

15～64歳人口

（西暦）

23.1%

(2010)

高齢化率

40.5%

3,646

合計特殊

出生率

1.261.39

(2010)

12,806万人

8,993

生産年齢人口（15～64歳）割合

63.7%

（2010）

752

7,096

3,635

1,196

4,595

11,927

生産年齢

人口割合

51.1%

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

人口（万人）

平成18年推計値 

（日本の将来人口推計） 
実績値 

（国勢調査等） 

2015 2025 2035 2045 2055 

資料：総務省統計局「国勢調査」、総務省統計局「推計人口（年報）」、厚生労働省｢人口動態統計｣、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」 

51 日本の人口推移  

 ○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減尐局面を迎えている。2055年には9000万人を割り込み、 

  高齢化率は40％を超えると推計されている。 



 

2009年就業率  56.9% （15歳以上） 

 

 

 

2020年就業率  53.4% （15歳以上） 
 ※国立社会保障・人口問題研究所による性別・年齢別の将来    

  推計人口（2020年）に、2009年の各層の就業率を乗じ、2020 

  年の就業者数を試算。試算した就業者数の合計を2020年の 

  15歳以上人口で割ることにより、2020年の就業率を算出。 

現 状 
＜設定されている新成長戦略の目標＞ 

 

○ 2020年度までの平均で、名目3%、実質2%を上回る成長を目指す。 

 

○ 「新成長戦略」を通じた雇用創造等により、完全失業率はできる限り 

  早期に3%台への低下を目指す。 

「新成長戦略」に盛込まれた各施策を実施し、2020年就業率 80% (20～64歳) の達成を目標とする 

若者（20～34歳男女） 

77% （2009年：73.6%） 

＜考え方＞ 

①フリーター約半減を目標と
し、 フリーターのうち非就業フ
リーター（失業者＋非労働力
人口の一部）の約半数が就業
するとする。 

 

②失業率の低下（2009年5.8

～9.0%→2020年4.1～7.0%）
により就業者が増加。 

 

 

就業率の2020年目標 

女性（25～44歳女性） 

73% （2009年：66.0%） 

＜考え方＞ 

①非労働力人口のうち、「家
事・育児」や「勤務時間」を理
由として就業していない女性と
「知識・能力」面で不安を持つ
女性の就業希望を実現するこ
とにより就業者数が増加。 

 

②失業率の低下（2009年4.6

～6.3%→2020年3.2～5.1%）
により就業者が増加。 

 

高齢者（60～64歳男女） 

63% （2009年：57.0%） 

＜考え方＞ 

・2000年から施行されている
65  

 歳までの段階的な高年齢者  

 雇用確保措置の努力義務 

・2013年度からの公的年金支 

 給開始年齢（報酬比例部分） 
 の65歳への引上げ 

 

などの効果により、就業率上
昇トレンドが2020年まで継続
することを目標とする。 

 

その他の年齢層 

 
＜考え方＞ 

2020年の就業率（15歳以
上）が、2009年の就業率（15

歳以上）と同じ56.9%となる
ために必要な全体の目標就
業者数（6,232万人）に達す
るよう、性別・年齢別の各層
の現在の失業者及び非労働
力人口中の就業希望者の多
寡に応じ、就業者数を配分。 

年齢別の就業率が、現在のまま 

推移した場合 

現在の就業率56.9%（15歳以上）を維持
することを目標とする 

52 就業率の目標設定の考え方   


